
　

トータルコスト(A+B) 円 185,632,870 181,369,150 182,586,558 177,101,094 　

3

人工数(業務量) 人工 0.1943 0.1675 0.1774 0.1514

正職員従事人数 人 3 3 3

円

事業費計(A) 円 184,121,301 180,063,365 181,164,336

一般財源 円 184,121,301 180,063,365 181,164,336

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・遠距離通学をする町内小中学生の通学手段としてスクールバスを運行する。
・町職員の退職により、順次運行を民間に委託してきたが、平成21年度より、全面民間委託を実施した。
・現在は、スクールバス13路線、ジャンボタクシー1路線を運行している。
・今後の児童生徒数の推移をみると利用児童生徒数は減少していく傾向にある。ただし、路線によっては、利用人
数は横ばいで、ほぼ満席に近いバスもある。
・児童生徒以外も空席があれば乗車可能としており、農村地域の住民の交通手段としての役割を一部担ってい
る。
・長期休業中に運行していなかったジャンボタクシー路線は子どもセンターに通うため走らせてほしいとの要望か
ら、令和2年度よりジャンボタクシー路線も長期休業中に運行している。
【課題】
・農村地域の高齢者等の交通手段として期待されているが、スクールバスという性格上、児童生徒の登下校、部
活動後の下校や、授業や行事、部活動のための臨時運行のため、スクールバスを確保・運行する必要があり、あ
くまでも児童生徒に合わせた時間帯で運行し、座席に余裕があれば利用していただくという形になる。

・小中学生の通学手段を確保するための事業であることから、今後も継続して運行を維持していく。
・児童生徒の減少に伴い、路線について、道路幅や除雪、一般利用の頻度等も踏まえたうえで、距離を短くできな
いか検討する。
・乗車人数の推移を鑑み路線の見直しやバスの入れ替え、増便等検討しなければならない。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

事務事業名 スクールバス等運営事業
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 1,511,569

175,899,076

175,899,076

3

1,305,785 1,422,222 1,202,018

183,293,000

183,293,000

地方債

　

2022年度

183,293,000

183,293,000

3

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

77.1

2022年度

844,000
5,330,000
6,174,000

3

　
　

206

589

589

2-1-1

◆ 事務事業の現状と今後の取組

・国際姉妹都市であるアメリカ・カリフォルニア州トレーシー市より、外国青年を
英語指導助手（AET)として招致している。
・AETの推薦は、トレーシー市姉妹都市協会を中心に行われている。
・AETは、町内３中学校（芽室中学校、上美生中学校、芽室西中学校）で英語
指導や国際交流を行うほか、中学生トレーシー訪問団の事前研修講師等を
行っている。
・グローバル化が進んでいる近年、国際共通語である英語力の向上は、重要
視されている。また、文部科学省において、特にコミュニケーション能力の育成
について力をいれており、全国学力・学習状況調査でも、中学英語において、
「読むこと・聞くこと」に加え、「話すこと」調査が追加された。
【課題】
・トレーシ―から派遣される人材については、教育指導に関する専門的な訓練
を受けた人材ではないため、費用対効果も含め学校現場にとってより効果的
な支援を行う必要がある。

【解決策】
・事業開始当時は少なかったAETを派遣できる委託業者も近年では多くなって
きており、指導する教育を受けた専門性のあるAETの派遣も可能になってきた
ことから、必ずしも招致外国青年を派遣する必要は無いと考える。
・また、招致外国青年は会計年度職員となり勤務時間も限られていることから
中学校の授業だけで勤務時間が終了していまい、トレーシー市と芽室町の架
け橋となるような活動の体制づくりも必要と考える。
・ついては、現任者が職を辞するタイミングで、民間企業からの講師派遣への
切り替えも見据えて、関係機関と協議を行う。

 1. 事務事業の現状と課題

77.1 77.174.0

606 594 632

88.5

203

606 594 632 626

206203

626

活動指標

対象指標

成果指標

上位成果指標

人

％

日

人

632

205 206

632

％
89.4

6,928,944 　
726,611 548,503 1,241,375 763,823 　
0.0934 0.0703 0.1548 0.0962

6,646,548 6,507,382 7,325,268

819,171 795,108 863,389 844,000

3 3 3 3 3
5,919,937 5,958,879 6,083,893 6,165,121 6,174,000

818,088

英語指導を受ける生徒数 人

人件費計(B)

円
円
円
円
円
人

人工
円

その他(使用料等)
一般財源

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

英語の学力向上、外国人とのコミュニケーションがスムーズに取
れるようになる。

◆ 総事業費・指標等の推移

投
入
量

事
業
費

人
件
費

2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度単位内訳
国・道支出金

地方債

トータルコスト(A+B) 円

正職員従事人数
人工数(業務量)

5,101,849 5,139,708 5,288,785 5,301,732 5,330,000
事業費計(A)

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

町内３中学校

② 「授業の内容がわかる」と回答した児童生徒の割合 ％
③

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位
① 「学校生活や授業が楽しい」と思う児童生徒の割合 ％

②
③

 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位
①

英語教育、国際理解教育の充実

②
③

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位
① 生徒数 人

 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①
②
③

派遣日数

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

 2. 今後の取組 (2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法)

2020 年度実績　）

教育推進係

単位

事務事業名 外国青年招致・活用事業
所属
部門 教育推進課

町長公約 教育環境の整備・充実
公約達成

年次
2022年

 1. 手段(事業の概要)

・町内３中学校に外国青年を派遣し、英語指導を行う。　・社会教
育課で実施している中学生のトレーシー市派遣の際、事前研修で
講師を務める。

◆ 事務事業の目的と効果

2021 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常） 総合計画
施策番号

日



　

2022年度

0

0

3

　

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 383,184

0

0

3

472,195 426,174 416,313

0

0

地方債

事務事業名 学級編制事務
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・学校教育法、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律等に基づき、町内の児童
生徒数及び特別支援学級在籍者数を把握し、学級の編制を行い、北海道教育委員会に届出を行う。
・この学級編制届にて、教職員の配置人数が決定する。

学校教育法に定められており、適正な学級編制を行うために必要な事業であり、今後も継続して実施する。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

円

事業費計(A) 円 0 0 0

一般財源 円 0 0 0

　

トータルコスト(A+B) 円 383,184 472,195 426,174 416,313 　

3

人工数(業務量) 人工 0.0493 0.0606 0.0531 0.0524

正職員従事人数 人 3 3 3

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

2022年度

7,413,000

7,413,000

3

　

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 726,611

4,283,960

4,283,960

3

840,424 667,255 667,214

7,413,000

7,413,000

地方債

事務事業名 学校課外活動支援事業（中学校）
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約 健やかな体と体力向上
公約達成
年次

継続実施

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

部活動等の学校課外活動推進のために助成金等の支出を行う。
　①部活動指導報償
　②アイスホッケー部アイスアリーナ使用料助成
　③学校支援者補償制度加入
　④部活動推進助成金
　⑤全国・全道中学校文化体育大会参加助成金
　⑥その他、中体連、中文連等への負担金の支出。

【課題】
　東めむろの宅地造成で一時的に芽室中学校区域に児童生徒数が増えたが、その後は減少していく予測となっ
ている。
　旧緑町公営住宅跡地の宅地造成により芽室西中学校区域の児童生徒数が一定数維持されている状況である
が、増加とはなっていない。
　生徒の減少により、部活動によっては、単独チームの結成が難しい場合がある。また、生徒の部活動への希望
も多様化し、部活動の新設の希望もあるが、顧問となる教員の数に限りがあること、指導できる教員がいないこと
などから、部活動を増やすことが困難である。
　また、外部指導者の活用が求められているが、都市部とはと違い、人材の確保が難しい。

・中学生教育に必要な経費を計上している事業であり、今後も支援を継続していく。
・今後の生徒数の減少に伴い、近い将来において、１校での部活動の維持が困難になることが予想され、複数校
での合同部活動について、検討していく。
・道や町でも「部活動の在り方に関する方針」を策定したことから、生徒の怪我防止や教員の部活動指導の負担
が過度にならないよう、学校、生徒、保護者への理解を図り、持続可能な部活動の在り方を検討していく。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

円

事業費計(A) 円 8,347,196 9,950,025 13,474,351

一般財源 円 8,347,196 9,950,025 13,474,351

　

トータルコスト(A+B) 円 9,073,807 10,790,449 14,141,606 4,951,174 　

3

人工数(業務量) 人工 0.0934 0.1078 0.0832 0.0841

正職員従事人数 人 3 3 3

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

 2. 今後の取組 (2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法)

2020 年度実績　）

教育推進係

単位

事務事業名 学校健康診断実施事業（小学校）
所属
部門 教育推進課

町長公約 健やかな体と体力向上
公約達成

年次
継続実施

 1. 手段(事業の概要)

学校健診（内科検診、歯科検診、尿検査、心臓健診等）を実施す
る。
また、町単独の事業として生活習慣病検査（血液検査）を小学校4
年生の児童を対象に実施する。
教職員の福利厚生の充実のため、教職員を対象とした、健康診
断も実施する。

◆ 事務事業の目的と効果

2021 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常） 総合計画
施策番号

人
人

 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①
②
③

各種健康診断受診者延人数
各種健康診断受診者数（教職員）

② 教職員数（小学校） 人
③

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位
① 小学校児童数 人

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

小学校の児童
小学校の教職員

② 毎日朝食を摂っている児童生徒の割合 ％
③ 「朝食を毎日食べている」と回答した児童生徒の割合 ％

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位
① 「学校生活や授業が楽しい」と思う児童生徒の割合 ％

② 健康診断で異常のあった教職員数 人
③

 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位
①

身体の異常の早期発見と適切な指導を行う。

児童が健康に通学し、学習できる。
教職員が健康に、児童の指導を行うことができる。

◆ 総事業費・指標等の推移

投
入
量

事
業
費

人
件
費

2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度単位内訳
国・道支出金

地方債

トータルコスト(A+B) 円

正職員従事人数
人工数(業務量)

8,810,815 8,853,279 8,533,478 8,483,753 9,980,000
事業費計(A)

健康診断で異常のあった児童数 人

人件費計(B)

円
円
円
円
円
人

人工
円

その他(使用料等)
一般財源

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

3 3 3 3 3
8,810,815 8,853,279 8,533,478 8,483,753 9,980,000

9,961,690 　
1,247,309 1,260,664 1,544,007 1,477,937 　

0.1603 0.1617 0.1926 0.1862

10,058,124 10,113,943 10,077,485

54
80

3,790 3,621

1,181
99

％ 85.7
89.4

％

活動指標

対象指標

成果指標

上位成果指標

人
人

％

人
人

人
人

88.5

3,818
100

1,172 1,130 1,087 1,046

3,294
101 99 106 104

3,386

48
79 72 59 59

83.1

104

47 44 48

102 100 104

2-1-1

◆ 事務事業の現状と今後の取組

学校保健安全法に基づき学校健診を行うことにより、児童の健康の保持増進
を図り、学校教育の円滑な実施を図る。
【現状】
・小学校4年生を対象にした、生活習慣病検査は学校保健安全法に規定され
ている健診ではなく、町独自で実施している検査であり、将来への生活習慣病
予防のきっかけづくりとなっている。
・小学校での集団フッ化物洗口の実施が道教委・十勝教育局から求められて
いる。
【課題】
・会場を公立芽室病院に変更することにより、受診率の低下が懸念される。
・学校でのフッ化物洗口の実施について、道教委・十勝教育局と連携を図り検
討していく。

【解決策】
・生活習慣病検査について、小学校４年生の希望者に加え、新たに学校の２
計測（身長・体重）から算出したローレル指数、ＢＭＩ指数において所見が見ら
れる児童も対象とする。
・栄養教諭が実施する「食に関する指導」に生活習慣病予防の内容を小４以
降に加える。
・町の保健師や栄養士から、生活習慣病予防の知識啓発となる情報を学校に
提供し、保健室掲示や、保護者向けの保健だよりに、生活習慣病予防に係る
正しい知識の啓発を盛り込む。
・集団フッ化物洗口実施に向けて、町民の方々、教職員の方々への理解を深
めるために、管内の状況を把握し、道教委、十勝教育局、町内歯科医の協力
のもと、フッ化物の実施方法、安全性への理解を深める取組を実施する。

 1. 事務事業の現状と課題

87.7 85.2 90.0 90.0

2022年度

9,980,000
9,980,000

3

　
　

3,184
104

1,012
104

48
59



①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③ 90.0

2022年度

6,641,000
6,641,000

3

　
　

1,947
69

589
69

52
51

2-1-1

◆ 事務事業の現状と今後の取組

学校保健安全法に基づき学校健診を行うことにより、生徒の健康の保持増進
を図り、学校教育の円滑な実施を図る。
【現状】
・中学校1年生を対象にした、生活習慣病検査は学校保健安全法に規定され
ている健診ではなく、町独自で実施している検査であり、将来への生活習慣病
予防のきっかけづくりとなっている。
・中学校での集団フッ化物洗口の実施が道教委・十勝教育局から求められて
いる。
【課題】
・会場を公立芽室病院に変更することにより、受診率の低下が懸念される。
・学校でのフッ化物洗口の実施について、道教委・十勝教育局と連携を図り検
討していく。

【解決策】
・生活習慣病検査について、中学校1年生の希望者に加え、新たに学校の２計
測（身長・体重）から算出したローレル指数、ＢＭＩ指数において所見が見られ
る生徒も対象とする。
・栄養教諭が実施する「食に関する指導」に生活習慣病予防の内容を中１以
降に加える。
・町の保健師や栄養士から、生活習慣病予防の知識啓発となる情報を学校に
提供し、保健室掲示や、保護者向けの保健だよりに、生活習慣病予防に係る
正しい知識の啓発を盛り込む。
・集団フッ化物洗口実施に向けて、町民の方々、教職員の方々への理解を深
めるために、管内の状況を把握し、道教委、十勝教育局、町内歯科医の協力
のもと、フッ化物の実施方法、安全性への理解を深める取組を実施する。

 1. 事務事業の現状と課題

87.7 85.2 90.0
83.1

69

59 45 52

68 71 71

88.5

2,258
63

633 621 632 626

2,018
68 70 71 69

1,994

52
45 48 51 51

％

活動指標

対象指標

成果指標

上位成果指標

人
人

％

人
人

人
人

71
50

2,153 2,167

655
62

％ 85.7
89.4

7,159,524 　
1,247,309 1,235,509 1,518,141 1,453,551 　

0.1603 0.1584 0.1893 0.1831

6,936,243 7,018,197 7,179,381

3 3 3 3 3
5,688,934 5,782,688 5,661,240 5,705,973 6,641,000

健康診断で異常のあった生徒数 人

人件費計(B)

円
円
円
円
円
人

人工
円

その他(使用料等)
一般財源

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

生徒が健康に通学し、学習できる。
教職員が健康に、生徒の指導を行うことができる。

◆ 総事業費・指標等の推移

投
入
量

事
業
費

人
件
費

2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度単位内訳
国・道支出金

地方債

トータルコスト(A+B) 円

正職員従事人数
人工数(業務量)

5,688,934 5,782,688 5,661,240 5,705,973 6,641,000
事業費計(A)

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

中学校の生徒
中学校の教職員

② 毎日朝食を摂っている児童生徒の割合 ％
③ 「朝食を毎日食べている」と回答した児童生徒の割合 ％

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位
① 「学校生活や授業が楽しい」と思う児童生徒の割合 ％

② 健康診断で異常のあった教職員数 人
③

 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位
①

身体の異常の早期発見と適切な指導を行う。

② 教職員数（中学校） 人
③

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位
① 中学校生徒数 人

人

 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①
②
③

各種健康診断受診者延人数
各種健康診断受診者数（教職員）

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

 2. 今後の取組 (2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法)

2020 年度実績　）

教育推進係

単位

事務事業名 学校健康診断実施事業（中学校）
所属
部門 教育推進課

町長公約 健やかな体と体力向上
公約達成

年次
継続実施

 1. 手段(事業の概要)

学校健診（内科検診、歯科検診、尿検査、心臓健診等）を実施す
る。
また、町単独の事業として生活習慣病検査（血液検査）を中学校１
年生の生徒を対象に実施する。
教職員の福利厚生の充実のため、教職員を対象とした、健康診
断も実施する。

◆ 事務事業の目的と効果

2021 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常） 総合計画
施策番号

人



　

トータルコスト(A+B) 円 29,278 650,073 344,880 341,394 　

3

人工数(業務量) 人工 0.0038 0.0834 0.0430 0.0430

正職員従事人数 人 3 3 3

円

事業費計(A) 円 0 0 0

一般財源 円 0 0 0

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・学校教育法に基づき、毎年１０月１日現在の住民基本台帳から翌年度の就学予定者を抽出し、学齢簿を作成す
るとともに、就学する小中学校を指定し、保護者に入学通知を発行する。
・転入・転出・転居等の情報を整理し、異動を学齢簿システムを用いて随時更新し、学齢簿を管理する。

学校教育法に定められており、適正な就学校の指定を行う上で必要な事務であり、今後も継続して実施する。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

事務事業名 学齢簿編さん管理事務
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 29,278

0

0

3

650,073 344,880 341,394

0

0

地方債

　

2022年度

0

0

3

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

 2. 今後の取組 (2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法)

2020 年度実績　）

教育推進係

単位

事務事業名 教育課程支援事業(小学校）
所属
部門 教育推進課

町長公約
・基礎学力の向上
・郷土に根ざした教育活動と「食農教育」の推進
・教育環境の整備・充実　　・道徳教育の充実・体験活動の実施

公約達成
年次

2020年

 1. 手段(事業の概要)

①芸術鑑賞及び宿泊学習、スキー学習、講演会等、体験学習に
係る教育課程支援を行う。
②保護者が参観日に参加しやすくなるよう未就学児の託児を行
う。
③全小学校と上美生中学校に英語講師を派遣し、国際交流を図
るとともに英語指導を行う。
④学校行事やクラブ活動、体験学習、宿泊学習等の助成を行う。

◆ 事務事業の目的と効果

2021 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常） 総合計画
施策番号

日
回
人

 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①
②
③

芸術鑑賞及び宿泊学習総日数
託児回数
英語講師派遣人数

② 小学校数 校
③

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位
① 児童数 人

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

①小学生
②学校

② 「授業の内容がわかる」と回答した児童生徒の割合 ％
③

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位
① 学校生活が楽しいと思う児童生徒の割合 ％

②
③

 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位
①

小学生に文化活動や体験学習の場を提供し、文化・芸術に触れ
る機会を増やす。

児童の感性を豊かに育てる。

◆ 総事業費・指標等の推移

投
入
量

事
業
費

人
件
費

2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度単位内訳
国・道支出金

地方債

トータルコスト(A+B) 円

正職員従事人数
人工数(業務量)

4,242,653 3,939,788 14,305,495 12,436,215 14,913,000
事業費計(A)

文化活動や体験学習を実施する小学校 ％

人件費計(B)

円
円
円
円
円
人

人工
円

その他(使用料等)
一般財源

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

333,000

3 3 3 3 3
4,242,653 4,272,788 14,305,495 12,436,215 14,913,000

14,437,880 　
1,241,619 1,780,039 1,992,780 2,001,665 　

0.1596 0.2283 0.2485 0.2522

5,484,272 6,052,827 16,298,275

100

14 12

1,181
4

％
89.4

活動指標

対象指標

成果指標

上位成果指標

％

％

日
回
人
人
校

88.5

12
14
1 2

1,172 1,130 1,087 1,046

16
17 17 1 17

14

2 2 2

100

74.0

4

100 100 100

4 4 4

2-1-1

◆ 事務事業の現状と今後の取組

・小学校の特別活動・学校行事を含む教育課程の支援に要する経費
を負担・助成している。
・平成27年度から各学校が独自に取り組む外部講師等を活用した
「豊かな心を育む人づくり推進事業」への支援を始めた。
・平成30年度から、小学校へ外国語講師を派遣する「外国語指導業
務委託料」を児童生徒支援事業から本事業に移動した。

【課題】
・食農教育推進のため、継続可能な仕組みづくりを要する。
・スキー学習におけるリフト使用に係る支出について、使用実態に
沿った支出を行う必要がある。

・時代に合わせた教育課程への支援を継続する。
・宿泊学習助成について、来年度以降は対象者を就学援助対
象者に限定する方向で各学校と協議を行う。

【解決策】
・R３年度は、農林課と連携し、芽室小学校(６年生)及び芽室
西小学校(３年生)でのモデル的試行実施を行い、R４以降全
町的な取り組みへの広がりや、学年ごとの学習内容の系統構
築を目指す。
・リフトの使用実績に応じて、１日券と回数券の併用に変更す
る。

 1. 事務事業の現状と課題

77.1 80.0 80.0

2022年度

14,913,000
14,913,000

3

　
　

12
17
2

1,012
4

100



　

トータルコスト(A+B) 円 3,292,238 3,989,081 4,456,979 3,068,207 　

3

人工数(業務量) 人工 0.1607 0.2249 0.2519 0.2536

正職員従事人数 人 3 3 3

円

事業費計(A) 円 2,042,062 2,235,295 2,437,507

一般財源 円 2,042,062 2,002,295 2,437,507

町長公約
基礎学力の向上
教育環境の整備・充実

公約達成
年次

2022年

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・中学校の特別活動・学校行事を含む教育課程の支援に要する経費を負担・助成している。
　①芸術鑑賞及び宿泊学習、スキー学習、講演会等、体験学習に係る教育課程支援を行う。
　②保護者が参観日に参加しやすくなるよう未就学児の託児を行う。
・平成27年度から、生徒の自己肯定感を育成し、将来の夢や目標実現のために努力できる生徒を育てること等を
目的として、各学校が外部講師等を活用した講演会等を開催する「豊かな心を育む人づくり推進事業」への支援
を始めた。

【課題】
・スキー学習におけるリフト使用に係る支出について、使用実態に沿った支出を行う必要がある。

・今後も、時代の変化に合わせ、教育課程への支援を継続する。
・宿泊学習助成について、来年度以降は対象者を就学援助対象者に限定する方向で各学校と協議を行う。

【解決策】
・リフトの使用実績に応じて、１日券と回数券の併用に変更する。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円 233,000

事務事業名 教育課程支援事業（中学校）
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 1,250,176

1,055,546

1,055,546

3

1,753,786 2,019,472 2,012,661

2,992,000

2,992,000

地方債

　

2022年度

2,992,000

2,992,000

3

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

 2. 今後の取組 (2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法)

2020 年度実績　）

教育推進係

単位

事務事業名 教育研究所運営支援事業
所属
部門 教育推進課

町長公約
公約達成

年次

 1. 手段(事業の概要)

①教育の進歩改善に資するため地方教育行政の組織及び運営
に関する法律第30条の趣旨に基づき設置。
②教育に関する専門的事項の調査研究及び教育関係職員の研
修及び教育振興に寄与するための調査研究等を行う。
③現在は、所長、副所長のほか、各小中学校から１名ずつの計９
人で構成している。

◆ 事務事業の目的と効果

2021 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常） 総合計画
施策番号

回
 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①
②
③

所員会議

② 児童生徒数 校
③

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位
① 教職員数 人

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

①教職員
②児童生徒

② 「授業の内容がわかる」と回答した児童生徒の割合 ％
③

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位
① 「学校生活や授業が楽しい」と思う児童生徒の割合 ％

②
③

 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位
①

教育調査・研究の成果及び教育情報の収集・提供に努め、本町
教育を担う人材の育成を図る。

教職員の資質及び指導力の向上。

◆ 総事業費・指標等の推移

投
入
量

事
業
費

人
件
費

2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度単位内訳
国・道支出金

地方債

トータルコスト(A+B) 円

正職員従事人数
人工数(業務量)

1,004,409 1,009,831 2,588,531 4,956,586 2,814,000
事業費計(A)

所員会議 回

人件費計(B)

円
円
円
円
円
人

人工
円

その他(使用料等)
一般財源

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

3 3 3 3 3
1,004,409 1,009,831 2,588,531 4,956,586 2,814,000

5,262,636 　
180,909 334,414 308,210 306,050 　
0.0233 0.0429 0.0384 0.0386

1,185,318 1,344,245 2,896,741

8

8 8

161
1,836

％
89.4

活動指標

対象指標

成果指標

上位成果指標

回

％

回

人
校

88.5

8

170 171 175 173

1015

10

74.0

1,672

8 8 15

1,805 1,751 1,719

2-1-1

◆ 事務事業の現状と今後の取組

・教育の進歩改善に資するため地方教育行政の組織及び運営に関する法律
第30条の趣旨に基づき設置。
・教育に関する専門的事項の調査研究及び教育関係職員の研修及び教育振
興に寄与するための調査研究等を行う。
・現在は、所長、副所長のほか、各小中学校から１名ずつの計９人で構成して
いる。
・今年度は昨年度作成した小学校３・４年生で使用する「地域学習書めむろ」に
係る指導書を印刷製本する。
・2020年度から調査研究を開始しためむろ未来学について、今年度作成予定
の年間指導計画及び単元計画に、食農教育を位置付けるよう調査研究してい
ただく。

・法律に基づき、設置を継続する。
・特別支援教育等の今日的教育課題に対する研究や研修会の開催
は継続していく。
・2020年度から調査研究を開始しためむろ未来学について、今年度
作成予定の年間指導計画及び単元計画に、食農教育を位置付ける
よう調査研究していただく。
・2020年度に印刷製本した新学習指導要領及び新教科書に対応した
「地域学習書めむろ」に係る指導書を、2021年度中に印刷製本し、
2022年度より使用開始する予定である。
・めむろ未来学「探究・提案・発信」型授業でのＩＣＴ活用についてや、
授業における児童生徒用情報端末活用の実践紹介・交流をしていた
だく。

 1. 事務事業の現状と課題

77.1 80.0 80.0

2022年度

1,193,000
1,193,000

3

　
　

10

173
1,601

10



　

トータルコスト(A+B) 円 430,254 420,872 426,339 418,271 　

3

人工数(業務量) 人工 0.0298 0.0398 0.0398 0.0397

正職員従事人数 人 3 3 3

円

事業費計(A) 円 198,328 110,840 107,540

一般財源 円 198,328 110,840 107,540

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・芽室町教育支援委員会規則に基づき、障がいのある児童生徒の適切な就学の支援を行うため、芽室町教育支
援委員会を設置している。
・支援委員会は、障害の状態に応じた適切な教育又は就学指導について、教育委員会に意見を具申する。
・2021年度より12名の委員を委嘱（2020年度は17名）し、年間２～３回の委員会を開催している。
・2020年度に就学先決定の手順を明文化し就学先決定シートを策定した。伴ってそれまで使用していた就学指導
調査票を廃止した。
・2020年度に支援員（より支援を必要とする特別支援学級児童生徒へ配置する職員）の配置基準を策定し、配置
の協議を行う会議を教育支援委員会内に設置した。

児童生徒の適切な就学支援のため、今後も継続する。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

事務事業名 教育支援委員会運営事業
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 231,926

103,056

103,056

3

310,032 318,799 315,215

72,000

72,000

地方債

　

2022年度

72,000

72,000

3

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

80.0

2022年度

332,000
44,949,933
45,281,933

3

　
　

45,281,933

1,012
104

1,012
104

2-1-1

◆ 事務事業の現状と今後の取組

・町内小学校の授業等で必要な教材・教具及び学校図書の購入・維
持管理。
・2019年度より、校務用・教育用コンピューター等の計画更新を行って
いる。
・2020年度より、ICT整備・活用指針に基づき、GIGAスクール構想の
実現に向けた環境整備を行っている。
【課題】
・GIGAスクール構想の運用に向けたハード面の整備を引き続き行うと
ともに、ソフト面についても検討が必要である。
・ネットワーク環境がない家庭への対応。

・以下のスケジュールで校務用パソコン、パソコン教室用（中学校のみ）パソコン及
び周辺機器等の更新を進める。（備荒資金の利用を予定）
　2021年度　小学校４校
　2022年度　上美生中学校
・鍵盤ハーモニカ購入費助成について、来年度以降は対象者を就学援助対象者に
限定する方向で各学校と協議を行う。

【解決策】
・全小中学校に大型提示装置を導入する。（３ヶ年計画、2021年度は新型コロナウ
イルス対策学校教育事業でR2繰越予算として計上。）
・小中学校全学年に端末で使用するＡＩドリルを導入する。
・学校おける端末の使用や持ち帰り等について、教員で構成する検討チームを設
置し、ルールの設定等検討を行う。
・ネットワーク環境がない家庭への対応について、管内状況を調査し、対応策を検
討する。

 1. 事務事業の現状と課題

77.1 80.074.0

104

1,172 1,130 1,087

102 100 104

88.5

28,022,005

1,172 1,130 1,087 1,046

29,240,00017,681,511

1,046
102 100 104 104

活動指標

対象指標

成果指標

上位成果指標

人
人

％

円

人
人

1,181
99

29,382,260 18,199,569

1,181
99

％
89.4

19,704,170 　
2,557,921 1,699,047 1,977,863 2,022,659 　

0.3288 0.2179 0.2467 0.2548

30,579,926 31,081,307 20,177,432

2,125,612 332,000

3 3 3 3 3
28,022,005 29,382,260 18,199,569 17,681,511 29,240,000

472,407

教材・教具を有効活用した児童 人

人件費計(B)

円
円
円
円
円
人

人工
円

その他(使用料等)
一般財源

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

学校生活が充実する。

◆ 総事業費・指標等の推移

投
入
量

事
業
費

人
件
費

2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度単位内訳
国・道支出金

地方債

トータルコスト(A+B) 円

正職員従事人数
人工数(業務量)

27,549,598 29,382,260 18,199,569 15,555,899 28,908,000
事業費計(A)

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

小学校４校の児童と教職員

② 「授業の内容がわかる」と回答した児童生徒の割合 ％
③

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位
① 学校生活や授業が楽しいと思う児童の割合 ％

② 教材・教具を有効活用した教職員 人
③

 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位
①

授業の実施状況に合わせた教材・教具を整備することにより、効
率的・効果的な授業の実施等、学校教育の充実を図る。

② 教職員数（小学校） 人
③

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位
① 児童数 人

 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①
②
③

購入額

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

 2. 今後の取組 (2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法)

2020 年度実績　）

教育推進係

単位

事務事業名 教材・教具整備事業（小学校）
所属
部門 教育推進課

町長公約 ・教育環境の整備・充実
公約達成

年次
継続実施

 1. 手段(事業の概要)

小学校４校の教育課程に係る備品、消耗品及び図書等の購入・
整備を行う。

◆ 事務事業の目的と効果

2021 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常） 総合計画
施策番号

円



①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

 2. 今後の取組 (2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法)

2020 年度実績　）

教育推進係

単位

事務事業名 教材・教具整備事業（中学校）
所属
部門 教育推進課

町長公約 ・教育環境の整備・充実
公約達成

年次
継続実施

 1. 手段(事業の概要)

中学校３校の教育課程に係る備品、消耗品及び図書等の購入・
整備を行う。

◆ 事務事業の目的と効果

2021 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常） 総合計画
施策番号

円
 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①
②
③

購入額

② 教職員数（中学校） 人
③

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位
① 生徒数 人

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

中学校３校の生徒と教職員

② 「授業の内容がわかる」と回答した児童生徒の割合 ％
③

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位
① 学校生活や授業が楽しいと思う生徒の割合 ％

② 教材・教具を有効活用した教職員 人
③

 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位
①

授業の実施状況に合わせた教材・教具を整備することにより、効
率的な授業の実施等、学校教育の充実を図る。

学校生活が充実する。

◆ 総事業費・指標等の推移

投
入
量

事
業
費

人
件
費

2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度単位内訳
国・道支出金

地方債

トータルコスト(A+B) 円

正職員従事人数
人工数(業務量)

17,395,656 11,324,145 12,769,228 19,952,552 33,597,000
事業費計(A)

教材・教具を有効活用した生徒 人

人件費計(B)

円
円
円
円
円
人

人工
円

その他(使用料等)
一般財源

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

515,000 989,121

3 3 3 3 3
18,695,656 11,839,145 12,769,228 20,941,673 33,597,000

1,300,000

23,569,753 　
1,699,835 1,544,625 1,819,075 2,628,080 　

0.2185 0.1981 0.2269 0.3311

20,395,491 13,383,770 14,588,303

655
62

11,839,145 12,769,228

655
62

％
89.4

活動指標

対象指標

成果指標

上位成果指標

人
人

％

円

人
人

88.5

18,695,656

633 621 632 626

33,597,00020,941,673

626
68 71 71 69

74.0

69

633 621 632

68 71 71

2-1-1

◆ 事務事業の現状と今後の取組

・町内中学校の授業等で必要な教材・教具及び学校図書の購入・維
持管理。
・2019年度より、校務用・教育用コンピューター等の計画更新を行って
いる。
・2020年度より、ICT整備・活用指針に基づき、GIGAスクール構想の
実現に向けた環境整備を行っている。
【課題】
・GIGAスクール構想の運用に向けたハード面の整備を引き続き行うと
ともに、ソフト面についても検討が必要である。
・新学習指導要領に「プログラミング教育」が盛り込まれたことから、
対応できる教材の準備が必要である。
・ネットワーク環境がない家庭への対応。

・以下のスケジュールで校務用パソコン、パソコン教室用（中学校のみ）パソコン及び周辺
機器等の更新を進める。（備荒資金の利用を予定）
　2021年度　小学校４校
　2022年度　上美生中学校

【解決策】
・全小中学校に大型提示装置を導入する。（３ヶ年計画、2021年度は新型コロナウイルス
対策学校教育事業でR2繰越予算として計上。）
・小中学校全学年に端末で使用するＡＩドリルを導入する。
・中学校全学年にプログラミング学習教材を導入する。
・学校おける端末の使用や持ち帰り等について、教員で構成する検討チームを設置し、
ルールの設定等検討を行う。
 ・ネットワーク環境がない家庭への対応について、管内状況を調査し、対応策を検討す
る。

 1. 事務事業の現状と課題

77.1 80.0 80.0

2022年度

37,318,308
37,318,308

3

　
　

37,318,308

589
69

589
69



　

2022年度

4,009,000

4,009,000

3

　

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 1,229,171

3,203,538

3,203,538

3

852,236 940,935 959,209

4,011,000

4,011,000

地方債

事務事業名 教職員研修等事業
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約 基礎学力の向上
公約達成
年次

2022年

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・教職員の研修にかかる事務を行う。
・教職員に研修機会を提供するため19市町村が参画し、事業を行うための分担金を支払う
・教職員の研修の推進、児童生徒の教育推進のため、芽室町学校教育振興会に補助金を支出し、会計を担う。
・各学校での校内研究・研修に対し、交付金を支出する。
・その他、十勝管内の研修関連団体へ負担金を支出する。

【課題】
　令和２年度から本格実施した新学習指導要領では、小学校での外国語科の導入、プログラミング的思考の育
成、道徳の教科化等変化が大きく、児童生徒への教員の指導力育成が課題である。

今後も支援を継続する。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

円

事業費計(A) 円 3,433,382 3,892,062 3,915,420

一般財源 円 3,433,382 3,892,062 3,915,420

　

トータルコスト(A+B) 円 4,662,553 4,744,298 4,856,355 4,162,747 　

3

人工数(業務量) 人工 0.1580 0.1093 0.1173 0.1208

正職員従事人数 人 3 3 3

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

 2. 今後の取組 (2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法)

2020 年度実績　）

教育推進係

単位

事務事業名 児童生徒支援事業
所属
部門 教育推進課

町長公約 きめ細やかに対応する特別支援教育の充実
公約達成

年次
継続実施

 1. 手段(事業の概要)

①児童生徒・教職員・保護者へのカウンセリング、助言・提言、情
報収集・提供及び不登校児童生徒に対する支援を行う。
②個別の支援が必要な児童生徒に学校生活での支援を行う。

◆ 事務事業の目的と効果

2021 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常） 総合計画
施策番号

人
人

 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①
②
③

スクールライフアドバイザー・教育支援センター指導員人数

教育活動指導助手・支援員人数

② 教育活動指導助手・支援員配置校数 校
③

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位
① 児童生徒及び教職員数 人

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

①児童生徒、教職員、保護者
②個別の支援が必要な対象児童

② 「授業の内容がわかる」と回答した児童生徒の割合 ％
③

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位
① 学校生活が楽しいと思う児童生徒の割合 ％

② 支援員を配置した日数(延日数） 日
③

 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位
①

①児童生徒の問題行動等の未然防止を図る
②個別な支援が必要な児童一人ひとりが、その持てる力を高め、
生活や学習上の困難を改善しながら自立を図っていく

児童生徒が社会に出たときに自立できる

◆ 総事業費・指標等の推移

投
入
量

事
業
費

人
件
費

2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度単位内訳
国・道支出金

地方債

トータルコスト(A+B) 円

正職員従事人数
人工数(業務量)

55,284,354 65,842,431 56,365,970 28,441,161 30,038,000
事業費計(A)

カウンセリング回数 回

438,409 1,064,000

人件費計(B)

円
円
円
円
円
人

人工
円

その他(使用料等)
一般財源

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

6,858,544 6,861,010 3,193,241 3,269,000

3 3 3 3 3
61,184,059 72,700,975 63,226,980 32,072,811 34,371,000

5,899,705

34,409,957 　
2,875,327 2,399,480 2,280,429 2,337,146 　

0.3696 0.3077 0.2844 0.2944

64,059,386 75,100,455 65,507,409

1,043
1,574

2 2

1,997
5

％
89.4

活動指標

対象指標

成果指標

上位成果指標

回
日

％

人
人

人
校

88.5

2
18

1,975 1,922 1,894 1,845

2
20 21 19 17

2

1,000
1,897 1,693 2,114 1,648

74.0

4

1,028 827 906

5 5 4

2-1-1

◆ 事務事業の現状と今後の取組

・特別な配慮を必要とする児童生徒のため、教育活動指導助手及び支援員を
配置する。
・小学校免許を持つ臨時教諭を配置し、小学校全学年35人以下学級編制を町
費で実施。
・学校生活に関する相談窓口として、スクールライフアドバイザーを配置。
・不登校児童生徒への支援のため、教育支援センターを開設し、指導員を配
置。
・発達支援システムと教育とのスムーズな接続と、特別支援教育の相談対応
のため、地域コーディネーターを配置。
【課題】
・不登校児童生徒が増加しており、その対応には町共通の対応指針がないた
め、対応のばらつきが見られている。不登校児童生徒の様子も多様化してお
り、教育支援センターにはオンライン対応など新しい取組も求められている。

・カンファレンス等の結果を踏まえ、児童生徒に対する必要な支援体制を確保
する。

【解決策】
・芽室町不登校支援システムを明文化し、増加・多様化する不登校対応の町
共通した指針を構築する。教育支援センターゆうゆうの民間委託を検討し、多
様な支援の実施を図る。

 1. 事務事業の現状と課題

77.1 80.0 80.0

2022年度
1,064,000

3,269,000
30,038,000
34,371,000

3

　
　
2

21

1,774
4

1,000
1,854



　

トータルコスト(A+B) 円 159,075 60,437 59,990 74,657 　

3

人工数(業務量) 人工 0.0204 0.0078 0.0075 0.0094

正職員従事人数 人 3 3 3

円

事業費計(A) 円 0 0 0

一般財源 円 0 0 0

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・学校教育法施行令に基づき、転居・転出等の住所変更や児童生徒の健康上の理由等で、やむを得ず町内にお
ける就学する学校の変更や町外に就学変更を求める児童生徒の保護者の申立てにより、就学すべき学校の変
更手続きを行う。

　学校教育法施行令に定められている事務であり、児童生徒の取り巻く社会環境からも必要な事業であることか
ら、今後も継続して実施する。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

事務事業名 就学指定校変更事務
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 159,075

0

0

3

60,437 59,990 74,657

0

0

地方債

　

2022年度

0

0

3

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

トータルコスト(A+B) 円 874,980 1,041,763 1,056,092 859,755 　

3

人工数(業務量) 人工 0.0444 0.0644 0.0644 0.0639

正職員従事人数 人 3 3 3

円

事業費計(A) 円 529,567 539,730 539,863

一般財源 円 529,567 539,730 539,863

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・学校保健安全法に基づき、翌年度に小学校への就学予定者に対し、就学時健康診断を実施する。
・小児科、耳鼻咽喉科、歯科の各医師による診断及び視力検査、聴力検査並びに希望者には発達支援センター
職員による発達や言葉の検査を行う。
・公立芽室病院に歯科検診を依頼していたが、歯科が休診となったため、2018年度より「芽室歯科医会」に依頼し
ている。
・内科検診については、公立芽室病院の小児科医師、耳鼻科検診については、北大からの派遣医師で行ってい
るが、もしも公立芽室病院の小児科が休診した場合、医師の確保が必要となる。

学校保健安全法に基づき、適正に取進めていく。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

事務事業名 小学校就学時健診実施事業
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 345,413

352,387

352,387

3

502,033 516,229 507,368

646,000

646,000

地方債

　

2022年度

646,000

646,000

3

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

トータルコスト(A+B) 円 16,124,878 20,091,963 23,408,209 21,737,547 　

3

人工数(業務量) 人工 0.0965 0.1061 0.1447 0.1206

正職員従事人数 人 3 3 3

円

事業費計(A) 円 15,374,150 19,264,600 22,248,000

一般財源 円 -2,975,850 2,074,600 5,618,000

町長公約 教育の機会均等に向けた取り組み
公約達成
年次

2022年

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・経済的理由により支援を必要とする大学等の就学者や私立高等学校に在学させている世帯の保護者を対象に
奨学金の貸付や私立高等学校生徒の授業料補助を行い、義務教育終了後の就学機会の確保及び経済的負担
の軽減を図る。
・大学等奨学金貸付では平成２９年度末から新入学生に対し入学前貸付を開始。また、平成30年度から貸付申請
を通年で受け付けることにより、随時貸付可能とした。
・令和２年度から奨学金償還免除制度も開始された。
・社会的経済状況から、奨学金の返済が滞って滞納繰越になったり、連帯保証人を通じ、返済するケースが出て
きた。
・私立高等学校生徒授業料補助生徒は令和2年度より国の就学支援金の改正により補助対象者で管内の全日制
私立高等学校に通う生徒の授業料は無料となったため、管外の私立高等学校に通う生徒の保護者及び通信制
の私立高等学校に通う生徒の保護者のみが対象者となった。

　奨学金貸付制度については、奨学生及び連帯保証人に債務を負う責任を十分理解し、適切に利用してもらえる
ように進めていく。また、奨学金償還免除制度については、効果的に奨学生に印象付けられるよう周知に努める。
　私立高等学校生徒授業料補助制度については、国及び北海道の同様の補助制度に連動するよう状況に合わ
せて見直しを図る。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円 18,350,000 17,190,000 16,630,000

事務事業名 大学等就学支援事業
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 750,728

5,265,000

20,780,000

3

827,363 1,160,209 957,547

15,515,000 14,720,000

4,904,000

19,624,000

地方債

　

2022年度

14,720,000

4,904,000

19,624,000

3

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

トータルコスト(A+B) 円 177,073 162,278 291,172 290,832 　

3

人工数(業務量) 人工 0.0035 0.0016 0.0176 0.0177

正職員従事人数 人 3 3 3

円

事業費計(A) 円 150,000 150,000 150,000

一般財源 円 150,000 150,000 150,000

町長公約 ・きめ細やかに対応する特別支援教育の充実
公約達成
年次

継続実施

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・特別支援教育の充実振興を図るため、育成会に補助金を支出する。
・教職員の資質向上及び特別支援教育の啓発普及を推進し、行事を通して保護者同士の交流を図る。

今後も支援を継続する。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

事務事業名 特別支援教育育成会支援事業
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 27,073

150,000

150,000

3

12,278 141,172 140,832

150,000

150,000

地方債

　

2022年度

150,000

150,000

3

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

2022年度

568,000

570,000

1,138,000

3

　

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 128,735

420,648

840,648

3

305,773 366,822 417,034

570,000

1,138,000

505,000 492,000 493,000 420,000 568,000

地方債

事務事業名 特別支援教育就学奨励事業（小学校）
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約 ・きめ細やかに対応する特別支援教育の充実
公約達成
年次

継続実施

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・学校教育法、特別支援学校への就学奨励に関する法律に基づき、特別支援学級に通学する児童の保護者に対
し、就学に必要な経費の一部補助を行う。
・2018年度より、特別支援教育就学奨励費補助金（国庫補助）の助成単価のうち、新入学用品費等の金額が上
がったことから、新入学用品費の支給額を増額して支給を行っている。

国庫補助要綱に基づき、適正に支給していく。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

円

事業費計(A) 円 1,009,055 996,746 986,780

一般財源 円 504,055 504,746 493,780

　

トータルコスト(A+B) 円 1,137,790 1,302,519 1,353,602 1,257,682 　

3

人工数(業務量) 人工 0.0165 0.0392 0.0457 0.0525

正職員従事人数 人 3 3 3

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

2022年度

528,000

530,000

1,058,000

3

　

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 128,735

368,865

736,865

3

305,773 366,822 417,034

530,000

1,058,000

215,000 389,000 436,000 368,000 528,000

地方債

事務事業名 特別支援教育就学奨励事業（中学校）
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約 ・きめ細やかに対応する特別支援教育の充実
公約達成
年次

継続実施

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・学校教育法、特別支援学校への就学奨励に関する法律に基づき、特別支援学級に通学する生徒の保護者に対
し、就学に必要な経費の一部補助を行う。
・2018年度より、特別支援教育就学奨励費補助金（国庫補助）の助成単価のうち、新入学用品費等の金額が上
がったことから、新入学用品費の支給額を増額して支給している。

国庫補助要綱に基づき、適正に支給していく。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

円

事業費計(A) 円 431,065 789,612 872,855

一般財源 円 216,065 400,612 436,855

　

トータルコスト(A+B) 円 559,800 1,095,385 1,239,677 1,153,899 　

3

人工数(業務量) 人工 0.0165 0.0392 0.0457 0.0525

正職員従事人数 人 3 3 3

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

トータルコスト(A+B) 円 207,217 195,836 259,642 216,011 　

3

人工数(業務量) 人工 0.0041 0.0021 0.0108 0.0112

正職員従事人数 人 3 3 3

円

事業費計(A) 円 175,277 179,665 173,000

一般財源 円 175,277 179,665 173,000

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・複式学級を有する学校の研修事業に対し、補助金の支出をする。
・十勝複式教育連盟に負担金を支出する。

今後も支援を継続する。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

事務事業名 複式教育支援事業
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 31,940

127,236

127,236

3

16,171 86,642 88,775

110,000

110,000

地方債

　

2022年度

110,000

110,000

3

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

トータルコスト(A+B) 円 25,613 21,934 20,060 18,332 　

3

人工数(業務量) 人工 0.0013 0.0013 0.0010 0.0010

正職員従事人数 人 3 3 3

円

事業費計(A) 円 15,500 12,000 12,000

一般財源 円 15,500 12,000 12,000

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・学校薬剤師の資質向上及び学校保健環境向上のために、学校薬剤師会等に参画するための負担金を支出す
る。
・学校保健の推進のため、十勝管内学校保健協議会に負担金を支出する。
・令和３年度のみ、北海道学校保健研究大会が十勝管内（帯広市）で開催となるため、負担金を支出する。

継続する。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

事務事業名 北海道学校薬剤師会等参画事業
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 10,113

10,000

10,000

3

9,934 8,060 8,332

42,000

42,000

地方債

　

2022年度

12,000

12,000

3

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

2022年度

0

11,793,000

11,793,000

3

　

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 1,002,191

9,400,508

9,400,508

3

1,509,695 1,492,436 1,622,035

11,793,000

11,793,000

11,000 23,000 21,000 0 0

地方債

事務事業名 要・準要保護児童就学援助事業（小学校）
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約 ・教育の機会均等に向けた取り組み
公約達成
年次

2022年

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・就学困難な児童の保護者に対し、就学に必要な経費の一部補助を行う。（要保護世帯の児童は修学旅行費の
み補助対象）
・2018年度新入学児童から、新入学用品費の入学前支給を実施した。（2月末支給）
・2019年度については、要保護児童生徒援助費補助金の新入学用品費の金額が上がったことから、新入学前支
給の金額についても増額して支給を行った。
・2019年度、卒業アルバム費等の支給項目が追加されたことから、小学校６学年のアルバム注文者の児童世帯
に、卒業アルバム費の支給を行った。
・援助が必要な世帯に援助ができるよう、周知に努める。

・法に基づき、適正に支給する。

〔年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

円

事業費計(A) 円 16,915,018 12,801,746 11,054,381

一般財源 円 16,904,018 12,778,746 11,033,381

　

トータルコスト(A+B) 円 17,917,209 14,311,441 12,546,817 11,022,543 　

3

人工数(業務量) 人工 0.1288 0.1936 0.1861 0.2044

正職員従事人数 人 3 3 3

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

2022年度

0

14,598,000

14,598,000

3

　

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 977,096

12,188,146

12,188,146

3

1,484,540 1,466,570 1,599,770

14,528,000

14,598,000

63,000 95,000 0 0 70,000

地方債

事務事業名 要・準要保護生徒就学援助事業（中学校）
所属
部門 教育推進課 教育推進係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約 ・教育の機会均等に向けた取り組み
公約達成
年次

2022年

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

・就学困難な生徒の保護者に対し、就学に必要な経費の一部補助を行う。（要保護世帯の生徒は修学旅行費が
補助対象）
・2018年度新入学生徒から、新入学用品費の入学前支給を実施した。（2月末支給）
・2019年度については、要保護児童生徒援助費補助金の新入学用品費の金額が上がったことから、新入学前支
給の金額についても増額して支給を行った。
・2019年度、卒業アルバム費等の支給項目が追加されたことから、中学校第3学年のアルバム注文者の生徒世
帯に、卒業アルバム費の支給を行った。
・援助が必要な世帯に援助ができるよう、周知に努める。

・法に基づき、適正に支給する。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

円

事業費計(A) 円 15,970,996 14,838,325 13,883,373

一般財源 円 15,907,996 14,743,325 13,883,373

　

トータルコスト(A+B) 円 16,948,092 16,322,865 15,349,943 13,787,916 　

3

人工数(業務量) 人工 0.1256 0.1904 0.1829 0.2015

正職員従事人数 人 3 3 3

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業


